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トランプ政権の関税政策が 
日本経済に与える影響 
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2025 年 4 月 4 日(金)発行 

2025 年 4 月、アメリカのトランプ大統領が発表した新たな関税政策が、世界の貿易環境に大きな影響を与え

ています。特に、日本経済にとって重要な自動車やエレクトロニクス産業が直面する課題が浮き彫りとなりま

した。 

関税政策の内容と日本への影響 
アメリカの新たな関税政策では、すべての輸入品に一律 10％、中国製品に 34％、日本やベトナムからの

輸入品に最大 49％の関税が課せられます。これにより、日本の自動車やエレクトロニクス製品は価格競

争力を失う可能性が高まっています。特に、アメリカ市場に依存している日本企業にとっては、競争力を

維持するために生産コストの削減や市場の多様化が求められます。 

自動車産業とエレクトロニクス産業への影響 
関税政策は、日本の自動車産業とエレクトロニクス産業にも大きな影響を与えています。自動車には 25％

の追加関税が課せられ、日本車の価格競争力が低下し、アメリカ市場での販売減少が懸念されています。

また、部品の関税対象拡大により、サプライチェーン全体が影響を受ける可能性があります。エレクトロ

ニクス産業も、コスト増加や部品調達の変動が予想され、新たな市場開拓や生産拠点の再編が求められて

います。 

為替市場と物価の影響 
日本の為替市場と物価にも大きな影響を与えています。関税発表後、米ドル高、円安が進行する可能性が

高くなります。円安は、日本の輸出企業には一時的な利益をもたらしますが、輸入品の価格上昇を引き起

こし、物価が上昇するリスクが高まります。特に、エネルギーや食料品の価格が上昇すると、消費者の購

買力に圧力がかかり、消費の減少を引き起こす可能性があります。これにより、株式や債券市場での投資

リターンに影響を与えることが考えられます。 

今後の展望 
現在の不安定な経済情勢の中で、企業は市場の変動に柔軟に対応し、⾧期的な成⾧に向けて戦略を見直さ

なければなりません。このような環境では、企業の対応策や市場の動きに注目し、慎重に判断することが

重要です。 

一方、投資家にとっては、経済の不確実性を踏まえたうえで、短期的なリスクを抑えつつ、安定したリタ

ーンを得られる投資商品を選ぶことが求められます。経済の変動に対応できる投資先を選ぶことが、資産

の保護と将来的な安定に繋がります。 


